
令和７年度

令和７年11月６日　財政課作成

国　　　県

支　出　金

支払基金交付金 10,220 諸収入 △ 3

一般会計繰入金 294

一般会計補助金 24,328 損益勘定留保資金等 1,696

一般会計負担金 2,915

　 　

(単位 千円)

会　 計 　名 補　正　前 補　正　額 補　正　後

補　正　額　の　財　源　内　訳

財源内訳欄の｢その他｣及び｢一般財源｣の内容地　方　債
一 般 財 源

そ　の　他

一 般 会 計

（ 議 案 第 71 号 ）
72,831,624 1,674,825 74,506,449 537,186 1,158,665 

寄附金 8,490

20,749繰入金

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

（議案第 72号）
13,119,391 △ 2,394 13,116,997 △ 2,741 

財産収入 14,168

後期高齢者医療

（議案第 74号）
2,020,314 6,589 2,026,903  他） 6,589 

介 護 保 険

（議案第 73号）
14,319,075 52,784 14,371,859 42,273 

下 水 道 事 業

（議案第 76号）
7,992,320 △ 82,701 7,909,619 △ 55,540 

 債) △ 56,100 

6,611

合 計 29,458,780 56,979 29,515,759 39,532  他） 17,447 

一般会計繰入金 △ 22 繰越金

 他) 17,042 一般会計出資金 16,200 給水収益

令和７年11月14日

 他) 45,981 

1,659,457 補　正　額　合　計

 他) 28,939 

合 計 12,067,234 △ 72,347 11,994,887 △ 62,228 

 債) △ 56,100 

企

業

会

計

水 道 事 業

（議案第 75号）
4,074,914 10,354 4,085,268 △ 6,688 842

繰越金 883,475

諸収入 275,265

 債) △ 50,300 

 他) 29,274 

 他） 10,511 

一般会計繰入金 347

分担金及び負担金 △ 14,208

 他） 347 



歳　　　　　　入
【一般会計】 (単位 千円、％)

1 16,628,549 16,628,549 22.3 

6,425,011 6,425,011 8.6 
個 人 市 民 税 5,309,291 5,309,291 7.1 
法 人 市 民 税 1,115,720 1,115,720 1.5 

8,832,202 8,832,202 11.9 

464,651 464,651 0.6 

905,972 905,972 1.2 

713 713 0.0 

2 674,977 674,977 0.9 

3 5,000 5,000 0.0 

4 79,000 79,000 0.1 

5 75,000 75,000 0.1 

6 209,000 209,000 0.3 

7 3,100,000 3,100,000 4.2 

8 13,000 13,000 0.0 

9 1 1 0.0 

10 35,000 35,000 0.0 

11 111,000 111,000 0.1 

12 14,300,000 14,300,000 19.2 

13,300,000 13,300,000 17.9 

1,000,000 1,000,000 1.3 

13 20,000 20,000 0.0 

14 242,324 △ 14,208 228,116 0.3 

15 1,010,207 1,010,207 1.4 

16 15,140,768 396,376 15,537,144 20.9 

17 5,371,831 140,810 5,512,641 7.4 

18 254,235 14,168 268,403 0.4 

19 1,572,001 8,490 1,580,491 2.1 

20 5,258,937 20,749 5,279,686 7.1 

21 312,830 883,475 1,196,305 1.6 

22 1,932,964 275,265 2,208,229 3.0 

23 6,485,000 △ 50,300 6,434,700 8.6 

6,485,000 △ 50,300 6,434,700 8.6 

0 0 0.0 

72,831,624 1,674,825 74,506,449 100.0

令和７年度　12月補正予算目的別内訳

款 現　 計　 予　 算　 額 補　　　正　　　額 計 構 成 比

地 方 消 費 税 交 付 金

市 税

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

県 支 出 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

普 通 債 ・ 災 害 復 旧 債

特 例 地 方 債

合　　　　　計

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債
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歳　　　　　　出
【一般会計】 (単位 千円、％)

1 議 会 費 366,080 366,080 0.5 

2 総 務 費 7,933,691 1,005,201 8,938,892 12.0 

3 民 生 費 28,005,973 775,812 28,781,785 38.6 

4 衛 生 費 6,204,913 △ 3,242 6,201,671 8.3 

5 労 働 費 11,500 11,500 0.0 

6 農 林 水 産 業 費 2,339,787 21,211 2,360,998 3.2 

7 商 工 費 4,474,302 4,415 4,478,717 6.0 

8 土 木 費 6,474,145 △ 84,668 6,389,477 8.6 

9 消 防 費 3,378,797 △ 2,242 3,376,555 4.6 

10 教 育 費 6,540,988 △ 56,462 6,484,526 8.7 

11 災 害 復 旧 費 813,896 14,800 828,696 1.1 

12 公 債 費 6,187,552 6,187,552 8.3 

13 予 備 費 100,000 100,000 0.1 

72,831,624 1,674,825 74,506,449 100.0 合　　　　　計

令和７年度　12月補正予算目的別内訳

款 現　 計　 予　 算　 額 補　　　正　　　額 計 構 成 比
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歳　　　　　　出
【一般会計】 (単位 千円、％)

1 11,017,437 18,884 11,036,321 14.8 

6,797,193 6,797,193 9.1 

535,073 535,073 0.7 

3,685,171 18,884 3,704,055 5.0 

2 19,071,939 769,924 19,841,863 26.6 

3 6,187,551 6,187,551 8.3 

36,276,927 788,808 37,065,735 49.7 

4 11,781,587 △ 57,938 11,723,649 15.7 

5 389,852 11,647 401,499 0.6 

6 5,199,190 125,049 5,324,239 7.2

1,028,245 24,328 1,052,573 1.4

4,170,945 100,721 4,271,666 5.8

7 1,002,409 881,389 1,883,798 2.5

8 80,103 16,200 96,303 0.1

9 1,249,547 1,249,547 1.7

10 5,769,225 619 5,769,844 7.8

11 100,000 100,000 0.1 

12 10,982,784 △ 90,949 10,891,835 14.6 

（ う ち 人 件 費 ） (4,250) (4,250) (0.0)

1) 普 通 建 設 事 業 費 10,168,888 △ 105,749 10,063,139 13.5 

補 助 事 業 費 4,376,261 △ 79,530 4,296,731 5.8 

単 独 事 業 費 5,792,627 △ 26,219 5,766,408 7.7 

2) 災 害 復 旧 事 業 費 813,896 14,800 828,696 1.1 

72,831,624 1,674,825 74,506,449 100.0 

令和７年度　12月補正予算性質別内訳

区　　　　　分 現　 計　 予　 算　 額 補　　　正　　　額 計 構 成 比

そ の 他

人 件 費

職 員 給

退 職 手 当

そ の 他

扶 助 費

公 債 費

小　　　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

下 水 道 事 業 関 係

合　　　　　計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

投 資 的 経 費
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

自治体クラウド運用事業
            【情報政策課】

3

税や福祉等の住民情報システムについて、自治体情報システムの標準化・共通化に伴い令和７年11月に
標準準拠システムへの移行を予定していたが、システム事業者の申出によりシステムの移行時期が令和
８年度に延伸となった。このため、現行のシステムを継続利用するために必要となるシステム利用料及
びシステムの運用保守費用を増額する。

　　自治体クラウドサービス利用料　12,089千円　　電算委託料　1,870千円

35,134 49,858 49,858 84,992 

172,388 158,429 13,959 

令和７年度　12月補正予算　主要事業等内訳

№ 款・項・目
新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額

2
(12)国スポ・
　　障スポ推進費

国民スポーツ大会実行委員会
負担金
　【国スポ・障スポ推進課】

1

日本のひなた宮崎国スポ・障スポ延岡市実行委員会においてリハーサル大会及び本大会開催に向けて準
備を進める中、令和８年６月13日～14日に開催予定である柔道リハーサル大会（全日本実業柔道団体対
抗大会）の会場設営に係る経費が事前に必要となったため、負担金を増額する。

　　負担金　　49,858千円
　＜内  訳＞　器具等借上料　　　　27,954千円
  　　　    　会場設営等委託料　　21,904千円

13,959 1
2総務費
1)総務管理費
(11)電算管理費

881,389 895,610 

4
4)選挙費
(2)参議院議員
　 選挙費

参議院議員選挙費
　【選挙管理委員会事務局】

1

地方財政法第７条の規定に基づき、令和６年度の決算剰余金の２分の１を財政調整積立基金に積み立て
る。

　＜積立金内訳＞ 令和６年度決算剰余金　1,762,776千円×１／２≒881,389千円

14,221 881,389 3
(14)財政調整
　　基金費

財政調整基金積立金
　　　　　　　　【財政課】

△ 921 50,581 

5 (3)市長選挙費
市長選挙費
　【選挙管理委員会事務局】

2

市長退職に伴う市長選挙の投票及び開票事務等に係る経費が確定したため、減額を行う。

　　報酬　　△11,216千円　　役務費　△8,231千円　　委託料　             △5,684千円
　　負担金　 △2,463千円　　需用費　△1,491千円　　使用料及び賃借料等　 △2,440千円

任期満了に伴う参議院議員通常選挙の投票及び開票事務等に係る経費が確定したため、減額を行う。

　　報酬　　△9,369千円　　委託料　　　△4,700千円　　使用料及び賃借料　△3,142千円
　　需用費　△1,857千円　　備品購入費　△1,537千円　　役務費等　　　　　△1,976千円

73,162 △ 22,581 △ 21,660 

37,739 69,264 △ 31,525 △ 31,525 
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額

5,400 

1,456 

1,194 0 1,194 

3,381,182 233,975 175,482 58,493 3,615,157 

三北地区における介護サービス資源が乏しい中、北浦町唯一の訪問介護事業所が年内での事業廃止を決
定しており、三北地区内のその他の訪問介護事業所も事業の継続が困難となっている。三北地区の訪問
介護サービス提供体制は極めて危機的な状況であり、地区内外からのサービス供給により、サービス提
供体制を確保する必要があることから、訪問介護事業者が同地区にサービス提供した際の移動距離に応
じた燃料費及び移動時間相当の人件費を補助する。

　　補助金　1,194千円

7 (4)高齢者福祉費 新
三北地区訪問介護サービス
提供体制確保支援事業
　　　　　　【介護保険課】

2 1,194 

6,856 0 6,856 8
2)児童福祉費
(1)こども保育
   総務費

当該施設は年間１万人以上が利用する市内で最も受入人数が多い児童館であるが、建設から54年が経過
し、老朽化が著しく、安心安全な利用のためには、早急な新規施設建築が必要であり、敷地内移転を前
提とした建替事業を実施することとし、必要な地盤調査を行う。

　　調査設計委託料　6,856千円

新
緑ケ丘児童館整備事業
　　　　　【こども保育課】

3

10

4衛生費
1)保健衛生費
(3)おやこ保健
　 予防費

妊婦のための支援給付事業
　　　【おやこ保健福祉課】

12

公定価格の単価改定に伴い扶助費を増額する。

　　扶助費　317,871千円
9 (4)子育て支援費

認定こども園運営事業
　　　　　【こども保育課】

5

令和６年10月1日の法改正（令和７年４月１日施行）により、新たに給付金が支給されることになった
流・死産対象者数が当初見込件数を上回っていることなどから給付金の増額をするとともに、所要の補
正を行う。

　＜助成件数＞　　　　　　　当初見込　1,397件　→　実績見込　1,572件
　（うち流・死産対象件数　　当初見込　　 37件　→　実績見込　　116件）

　　給付金　8,750千円　　手数料　71千円　　報酬等　△680千円

47,151 3,976,486 3,658,615 317,871 270,720 

△ 285 82,135 73,994 8,141 8,426 

6

3民生費
1)社会福祉費
(3)障がい者自立
　 支援費

障がい福祉サービス給付事業
　　　　　【障がい福祉課】

5

施設通所者や施設入所者に対する日常生活支援等の障がい福祉サービス利用実績が増加していることか
ら、扶助費を増額する。

　＜利用件数＞　当初見込　延15,691件　→　実績見込　延16,558件

　　扶助費　233,975千円

(債)

社会福祉事業基金繰入金
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額

16
9消防費
1)消防費
(4)消防施設費

新
消防本部庁舎空調機更新事業
    　　【消防本部総務課】

9 0 12,793 

消防本部庁舎２階事務室に設置している空調については、設置から18年が経過し、メーカーが推奨する
使用期間を大幅に超えており、現在は故障した状態が続いている。修繕部品の生産が終了していること
から、空調機の更新を行う。

　　工事請負費　12,793千円

12,793 12,793 

がん検診・結核健診事業
　　　　　　【健康長寿課】

4

例年の受診勧奨に加えて、対象年齢到達者への受診勧奨はがきの通知や企業等への検診の周知啓発、職
域健診とがん検診を同時実施したことなどにより、がん検診の受診者数が当初見込人数を上回っている
ことから、検診委託料を増額するとともに、所要の補正を行う。

　＜受診者数＞　当初見込　16,031人　→　実績見込　17,086人

　　検診委託料　7,011千円　　印刷発送業務委託料　△86千円　　発送業務委託料　△6千円

83,737 76,818 6,919 

8,758 

7,681 5,494 2,187 2,187 

1,497 5,422 11 (4)健康推進費

昨年度初めて豚熱が九州の農場で発生し、本年４月に県内で初めて野生イノシシへの感染が確認されて
以降、20例と発生が継続しており、本市へのウイルスの侵入のリスクが高まっている状況にある。併せ
て、鳥インフルエンザは国内において毎年のように発生し、隣国の韓国では口蹄疫の発生が続くなど最
大の警戒が必要となっている。これらの状況を踏まえ、家畜伝染病に備え自主消毒ポイント用のマット
等を設置するため、所要の補正を行う。

　　補助金　1,680千円　　消耗品費　507千円

2,228 

飼い主のいない猫の繁殖を抑制するための不妊手術活動を行う団体等への補助金について、不妊手術の
頭数が当初の見込みを上回っているため増額する。

　＜手術頭数＞ 当初見込　484頭　→　実績見込　578頭

　　補助金　2,228千円

6,530 2,228 12 (6)環境衛生費
飼い主のいない猫の不妊手術
助成事業
　　　　　　【生活環境課】

2

13
6農林水産業費
1)農業費
(4)畜産業費

のべおか家畜防疫強化事業
　　　　　　【農業畜産課】

3

15
8土木費
2)道路橋梁費
(2)道路維持費

道路附属物長寿命化修繕事業
            　　【土木課】

4

市道若葉通線の法面補修工事において、当初予定していた範囲以外に補修が必要な箇所が判明したた
め、工事請負費を増額する。また、点検優先度検討業務委託について、金額が確定したことによる減額
を行う。

　　工事請負費　9,377千円　　調査点検委託料　△475千円

115,602 106,700 8,902 8,400 502 

791 3,121 3,121 3,912 14
7商工費
1)商工費
(5)観光費

道の駅「北方よっちみろ屋」
施設維持管理事業
　　　　　　【観光戦略課】

5-
1

道の駅「北方よっちみろ屋」敷地内の屋外トイレ浄化槽において、浄化槽内の変形によりばっ気管に亀
裂等が生じており、長期にわたって屋外トイレが使用できなくなるおそれがある。施設利用者の利便性
確保の観点から早急な修繕を行うため、所要の補正を行う。

　　修繕料　1,987千円　　工事請負費　1,097千円　　手数料　37千円

検診実費徴収金

(債)
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額

△ 13,500 

△ 6,000 

△ 3,339 12,695 17
10教育費
1)教育総務費
(1)教育委員会費

ＩＣＴ教育環境整備事業
    　　　　【学校支援課】

1

小中学校のＷｉ－Ｆｉ環境の改善を図るため、大規模校10校において、インターネット回線の変更を行
うための修繕料及び回線利用料の増額を行う。また、更新を行ったＧＩＧＡ端末については、端末自体
にセキュリティ機能であるフィルタリングが導入されており、セキュリティ対策として当初予定してい
たネットワーク機器ライセンスの更新費用が不要となったため減額を行う。

　　機器設定委託料　△6,186千円　　修繕料　2,387千円　　回線利用料　460千円

8,600 55,800 

台風15号により被災した農地及び農業用施設を復旧するため、所要の補正を行う。

＜被災箇所＞  舞野地区外　14箇所
＜復旧内容＞　土砂撤去、農道舗装復旧、農地埋没災補助
＜復旧経費＞　測量設計委託料　5,000千円　　撤去委託料　4,000千円　　補助金　5,300千円
　　　　　　　修繕料　　　　　　500千円

41,000 14,800 

74,506,449 一　　　般　　　会　　　計　　　　　　合　　　計 72,831,624 1,674,825 537,186 △ 21,026 1,158,665 

一　　　般　　　会　　　計　　　　　概　要　掲　載　事　業　　合　　　計 1,495,336 432,968 3,453 1,058,915 

11災害復旧費
1)農林水産施設
　災害復旧費
(1)農地災害復旧費

農地災害復旧事業
  　　　　　【総合農政課】

7

2,000 

6,200 21

△ 3,339 

2,000 

16,034 

児童数の減少に伴い、学習に必要な集団機能の維持が困難となっていることから、令和７年度末をもっ
て、熊野江小学校を閉校するにあたり、閉校準備委員会が実施する「閉校記念事業」に対し、補助金を
交付する。

　　補助金　2,000千円

0 2,000 18
2)小学校費
(1)学校管理費

新
熊野江小学校閉校記念事業
    　　　　【学校支援課】

3

7,579 18,648 

68,619 

19
5)社会教育費
(1)社会教育総務費

自治公民館建設補助事業
            【社会教育課】

3

西階公園陸上競技場においてインフィールドの芝改修工事が完了し、実績が確定したため減額を行う。
　
　　工事請負費　△20,991千円

11,069 7,579 

近年の災害多発により、老朽化した自治公民館で雨漏り等の被害が発生している。地域の安全確保のた
め、緊急性の高い施設の改修に係る補助金を増額する。

  ＜補助対象地区＞　塩浜公民館、大井公民館、山月１区公民館、
　　　　　　　　　　荒平公民館、今津区公民館、浜砂公民館

    補助金　7,579千円

89,610 △ 20,991 △ 1,491 20 6)保健体育費
(2)体育施設費

屋外体育施設整備事業
【アスリートタウン推進課】

3

(債)

(債)

スポーツ振興くじ助成金
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【特別会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

1 介護保険特別会計
保険給付費
　　　　　　【介護保険課】

6 13,168,604 37,581 15,163 22,418 13,206,185 

37,581 15,163 22,418 

【企業会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

1
水道事業
4資本的支出
1)建設改良費

配水施設維持管理事業
　　　　　　　　【水道課】

3 183,862 △ 61,000 △ 61,000 122,862 

16,200 

52,468 

△ 56,100 

2,063 

△ 108,597 △ 62,228 △ 46,369 

　　　　　　　　　　　　　特　　　別　　　会　　　計　　　　　概　要　掲　載　事　業　　合　　　計

№ 会　計　名
新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要

実績による調整
　
　居宅介護サービス計画給付費　　　　　17,264千円
　介護予防サービス給付費　　　　　　　16,554千円
　地域密着型介護予防サービス給付費　 　4,848千円
　特定入所者介護サービス費　　　 　　△9,338千円　　他

　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　　会　　　計　　　　　概　要　掲　載　事　業　　合　　　計

下水道事業（補助）
　　　　　　　【下水道課】

3 1

№
会　計　名

款・項

1,934,973 

補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額

△ 109,577 △ 55,540 

補正前額 補 正 額

2,044,550 

810,537 61,980 872,517 △ 6,688 

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要

下水道事業
4資本的支出
1)建設改良費

国の交付金の内示に合わせて管渠の改築更新事業等の減額を行う。また、浸水対策事業において、岡富
古川地区雨水幹線枝線整備に必要となる仮設道整備や排水溝整備に伴う工事費等を増額するほか、内水
ハザードマップについて、当初、下水道認可区域内の市民のみに配布することとしていたが、一部区域
外の市民にも周知するため、印刷部数を増加し委託料を増額するなど、事業費の調整を行う。

　　工事請負費  △106,361千円　　委託料  △10,419千円　　補償費  5,200千円
　　土地借上料　　　　500千円　　事務費　　 1,503千円

県の道路事業等の進捗状況に合わせて工事請負費を減額する。

　　工事請負費　△61,000千円

上記の配水施設維持管理事業の減額分を活用して、経営戦略に定めた内部留保資金を確保した上で、北
方町笠下地区や三須地区における管路の耐震化工事費を増額するほか、事務費について所要の調整を行
う。

　　工事請負費　65,584千円　　委託料　△5,000千円　　事務費　1,396千円

2
管路整備事業
　　　　　　　　【水道課】

1

(他)

(債)

支払基金交付金等

（他）

（出資金）

（他）
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【一般会計】 (単位 千円)

1 津波避難施設整備事業 【防災施設整備室】 14,228

2 避難所等環境改善事業 【災害支援課】 6,996

3 道路附属物長寿命化修繕事業 【土木課】 85,221

4 道路長寿命化修繕事業 【土木課】 52,096

5 三須小野線道路改良事業 【土木課】 29,096

6 橋梁長寿命化修繕事業 【土木課】 206,400

7 臨時河川等整備事業 【土木課】 25,010

8 急傾斜地崩壊対策事業 【土木課】 181,350

9 消防本部庁舎空調機更新事業 【消防本部総務課】 12,793

10 公共土木施設災害復旧事業 【土木課】 418,000

支障となる電柱の移設先の埋設物調査に不測の日数を要したことによる事業進捗の遅れ。

令和７年度　12月補正予算　繰越明許費

款　・　項 事　　　　業　　　　名 繰 越 額 繰　越　理　由

 2総務費
 1)総務管理費

事前調査に不測の日数を要したことによる事業進捗の遅れ。

資材納入の遅れ。

 8土木費
 2)道路橋梁費

補修面積の増加に伴う標準工期の確保困難。

事業見直しによる事前調査に不測の日数を要したことによる事業進捗の遅れ。

施工条件（渇水期）による標準工期の確保困難。

 3)河川費 関係者（地権者）との調整に不測の日数を要したことによる事業進捗の遅れ。

県及び関係者（地権者、地元）との調整に不測の日数を要したことによる事業進捗の遅れ。

 9消防費
 1)消防費

資材納入の遅れ。

 11災害復旧費
 2)土木施設災害復旧費

国、県及び関係者（地権者、地元）との調整に不測の日数を要したことによる事業進捗の遅れ。

一　　般　　会　　計　　　合　　計 1,031,190
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　(追　加)【一般会計】（追　加） (単位 千円)

2,031 

令和７年度　12月補正予算　債務負担行為

№ 款 ・ 項 ・ 目 事　　　　　項 期　　　間 限  度  額

財　　　源　　　内　　　訳

債 務 負 担 行 為 を 設 定 す る 理 由国 　 県
支 出 金

地 方 債
そ の 他

一 般 財 源

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

2
東海コミュニティセンター
指定管理料
　　　　　　　【経営政策課】

令和 ８ 年度
～ 令和 10 年度

4,652 4,652 
当初、令和６年度から令和10年度までの期間で設定していた東海コミュニティセン
ター指定管理料について、物価高騰や人件費の上昇及び施設の経年劣化に伴う修繕
費用が増えていることにより当初の限度額を増額する必要があるため。

1
2総務費
1)総務管理費
(9)企画費

島野浦島開発総合センター
指定管理料
　【地域・離島・交通政策課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

4,895 4,895 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

4
3民生費
1)社会福祉費
(2)障がい者福祉費

点字図書館指定管理料
　　　　　　【障がい福祉課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

108,975 54,485 54,490 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

3
市民協働まちづくりセンター
指定管理料
　　　　　　　【経営政策課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

66,752 66,752 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

6 (4)高齢者福祉費
老人福祉センター指定管理料
　　　　　　　【総合福祉課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

137,887 137,887 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

5 (3)障がい者自立支援費
盲人ホーム指定管理料
　　　　　　【障がい福祉課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

16,820 8,670 他） 300 7,850 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

8
2)児童福祉費
(1)こども保育総務費

旭児童館指定管理料
　　　　　　【こども保育課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

41,827 41,827 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

7
北方健康福祉センター
指定管理料
　　　　　　　【総合福祉課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

15,305 15,305 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

10
緑ケ丘児童館整備事業費
　　　　　　【こども保育課】

令和 ８ 年度 10,031 
債） 8,000 

緑ケ丘児童館の建替えに係る実施設計について、５か月以上の期間を要し、契約期
間が２か年にわたるため。他）

9
緑ケ丘児童館指定管理料
　　　　　　【こども保育課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

47,248 47,248 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

12
島浦保育所指定管理料
　　　　　　【こども保育課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

187,621 11,009 176,612 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

11 (3)保育所費
長井保育所指定管理料
　　　　　　【こども保育課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

257,257 11,009 246,248 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

14
4衛生費
1)保健衛生費
(2)保健予防費

島浦診療所運営事業費
　　　　　【地域医療政策課】

令和 ８ 年度
～ 令和 17 年度

454,140 194,730 他） 141,830 117,580 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

13 (4)子育て支援費
児童クラブ指定管理料
　　　　　　【こども保育課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

806,589 537,726 268,863 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。15 (5)健康増進施設費
ヘルストピア延岡指定管理料
　　　　　　　【総合福祉課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

275,000 275,000 
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　(追　加)【一般会計】（追　加） (単位 千円)

令和７年度　12月補正予算　債務負担行為

№ 款 ・ 項 ・ 目 事　　　　　項 期　　　間 限  度  額

財　　　源　　　内　　　訳

債 務 負 担 行 為 を 設 定 す る 理 由国 　 県
支 出 金

地 方 債
そ の 他

一 般 財 源

【一般会計】（変　更） (単位 千円)

16
6農林水産業費
1)農業費
(4)畜産業費

家畜排せつ物処理センター
指定管理料
　　　　　　　【農業畜産課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

65,724 65,724 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

18
7商工費
1)商工費
(5)観光費

ＥＴＯランド速日の峰
指定管理料
　　　　　　　【観光戦略課】

令和 ８ 年度
～ 令和 10 年度

70,545 他） 579 69,966 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

17
2)林業費
(2)林業振興費

下鹿川林業者健康増進用建物
指定管理料
　　　　　　　　　【林務課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

1,020 1,020 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

20
旅行造成事業補助金
　　　　　　　【観光戦略課】

令和 ８ 年度 11,500 11,500 
令和８年度上期に催行される本市への観光ツアーについて、令和７年度中に旅行会
社がツアーの造成・販売を行う必要があるため。

19
鹿川キャンプ場指定管理料
　　　　　　　【観光戦略課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

41,920 41,920 

83,140 

指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

22
6)保健体育費
(2)体育施設費

西階公園野球場施設整備事業費
　【アスリートタウン推進課】

令和 ８ 年度 291,061 145,528 債） 130,900 14,633 
令和５年度から建設工事に着手し、令和７年末に竣工予定だった西階公園野球場に
ついて、工期延長により竣工予定が令和８年度となることが見込まれるため。

21
10教育費
5)社会教育費
(6)総合文化センター費

文化施設指定管理料
　　【歴史・文化都市推進課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

1,149,852 1,149,852 

令和８年４月から直営の調理場（岡富小）を民間委託し業務を開始するためには、
令和７年度中に契約を締結する必要があるため。

一　　般　　会　　計　　　合　　計 4,150,511 963,157 283,640 2,903,714 

750 指定管理における協定を複数年度にわたり締結する必要があるため。

24 (4)学校給食費
学校給食調理等業務委託事業費
　　　　　　　【学校支援課】

令和 ８ 年度
～ 令和 11 年度

83,140 

23 (3)体育館費
北方南部地区体育館指定管理料
　【アスリートタウン推進課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

750 

863,566

債 務 負 担 行 為 を 変 更 す る 理 由

1
4衛生費
2)清掃費
(2)塵芥処理費

資源品収集運搬委託事業費
　　　　　　　【資源対策課】

期　　　間 令和 ８ 年度　～　令和 12 年度 令和 ８ 年度　～　令和 12 年度

限  度  額 806,467

№ 款 ・ 項 ・ 目 事　　　　　項 区　　　分 補　　正　　前 補　　正　　後

宮崎労働局が令和７年８月25日に発表した宮崎県最低賃金の改正答申を受け、再積
算を行った結果、当初の限度額を大きく上回っており、増額する必要があるため。
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【一般会計】 (単位 千円)

2 総 務 費 (1)
1) 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職員研修負担金 △ 800 

(8)
災 害 対 策 費 諸会議出席負担金 96 

△ 1,527 協働・共汗津波避難路整備事業補助金 △ 1,623 

(9)
企 画 費 離島航路補助金 △ 22,528 

△ 22,747 海上タクシー事業者支援補助金 △ 219 

(12)
国スポ・障スポ
推 進 費

2) 徴 税 費 (1)
税 務 総 務 費 諸会議出席負担金 △ 22 

△ 368 地方共通納税システム共同収納手数料負担金 △ 346 

4) 選 挙 費 (3)
市 長 選 挙 費

3 民 生 費 (3)
1) 社 会 福 祉 費 障 が い 者

自 立 支 援 費

(4)
高 齢 者 福 祉 費 三北地区訪問介護サービス提供体制確保支援事業補助金 1,194 

2) 児 童 福 祉 費 (4)
子 育 て 支 援 費 一時預かり事業補助金 2,712 

4 衛 生 費 (3)
1) 保 健 衛 生 費 おやこ保健予防費 妊婦のための支援給付金 8,750 

(6)
環 境 衛 生 費 諸会議出席負担金 4 

2,348 給水設備整備補助金 116 

飼い主のいない猫の不妊手術補助金 2,228 

2) 清 掃 費 (3)
清掃工場管理費 諸会議出席負担金 △ 159 

△ 381 汚染負荷量賦課金負担金 △ 222 

(8)
衛 生 セ ン タ ー
管 理 費

(9)
ご み 処 理
施 設 整 備 費

6 農 林 水 産 業 費 (3)
1) 農 業 費 農 業 振 興 費 新規就農者育成総合対策事業補助金 △ 3,000 

△ 19,800 農地中間管理事業補助金 △ 16,800 

(4)
畜 産 業 費 のべおか家畜防疫強化事業補助金 1,680 

2) 林 業 費 (2)
林 業 振 興 費 林研グループ活動促進事業補助金 300 

32,120 循環型林業促進事業補助金 32,074 

林業担い手育成推進事業補助金 △ 3,000 

連携型みらい林業創出モデル事業補助金 △ 3,656 

のべおか産材サプライチェーン構築事業補助金 △ 478 

立木処分金交付金 6,880 

3) 水 産 業 費 (2)
水 産 業 振 興 費 稚魚貝放流事業補助金 △ 37 

(3)
漁 港 建 設 費 県漁港漁場協会負担金 236 

負担金、補助金、交付金明細

款　・　項 目 事　　　　　　　　　　　　　項 金　　額

国民スポーツ大会実行委員会負担金 49,858 

市長選挙公営負担金 △ 2,463 

市ふれあい事業補助金 △ 400 

衛生センター維持管理負担金 2,915 

諸会議出席負担金 23 

【一般会計】 (単位 千円)

負担金、補助金、交付金明細

款　・　項 目 事　　　　　　　　　　　　　項 金　　額

7 商 工 費 (1)
1) 商 工 費 商 工 総 務 費 諸会議出席負担金 20 

8 土 木 費 (2)
1) 土 木 管 理 費 建 築 指 導 費 諸会議出席負担金 14 

1,173 建築主事講習負担金 99 

空き家バンクリフォーム補助金 1,060 

5) 都 市 計 画 費 (4)
下 水 道 費 下水道事業補助金 24,328 

(7)
高 速 道 路
建 設 推 進 費

9 消 防 費 (1)
1) 消 防 費 常 備 消 防 費 諸会議出席負担金 130 

(3)
非 常 備 消 防 費 日本消防協会福祉共済負担金 △ 744 

10 教 育 費 (1)
1) 教 育 総 務 費 教 育 委 員 会 費 諸会議出席負担金 60 

△ 2,353 英語検定受験料補助金 △ 2,413 

2) 小 学 校 費 (1)
学 校 管 理 費 熊野江小学校閉校記念事業補助金 2,000 

4) 幼 稚 園 費 (1)
幼 稚 園 費 県造形教育研究会負担金 △ 1 

5) 社 会 教 育 費 (1)
社会教育総務費 自治公民館建設補助金 7,579 

(2)
公 民 館 費 県公民館連合会負担金 △ 3 

(3)
図 書 館 費 県公共図書館連絡協議会負担金 △ 2 

(7)
文 化 振 興 費 地域の芸術環境づくり助成事業補助金 5,000 

11 災 害 復 旧 費 (1)
1) 農 林 水 産 施 設 農地災害復旧費

災 害 復 旧 費

95,770 

【特別会計（後期高齢者医療）】 (単位 千円)

2 後期高齢者医療 (1)
広域連合納付金 後期高齢者医療

1) 後期高齢者医療 広域連合納付金
広域連合納付金

6,589 

6,589 

東九州軸地方都市圏連携推進協議会負担金 30 

農地埋没災補助金 5,300 

合　　　　　　　　　　計

款　・　項 目 事　　　　　　　　　　　　　項 金　　額

後期高齢者医療保険料納付金

後期高齢者医療保険基盤安定負担金

         6,607  

         △ 18 

合　　　　　　　　　　計
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